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総務課少子化総合対策室

放課後児童クラブ関係の最新動向について

平成２９年２月１０日
放課後児童クラブ子ども子育て支援制度講演会



１．制度概要について

１



放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）の制度改正経緯
年度（西暦） 主な動き・内容

昭和５１年（１９７６年） 厚生省が「都市児童健全育成事業」を創設

平成 ２年（１９９０年） １．５７ショック（平成元年の合計特殊出生率が昭和４１年の丙午の年を下回る）

平成 ３年（１９９１年）
「都市児童健全育成事業」のメニュー事業として実施していた「児童育成クラブ」を「放課後児童対策事
業」に組み替え

平成 ６年（１９９４年）
中央児童福祉審議会家庭児童健全育成対策部会が「法的位置付けも含め検討する」旨を意見具申
「エンゼルプラン」（平成７年～１６年）及び「緊急保育対策等５か年事業」（平成７年～１１年）を策定
・放課後児童クラブ ４，５２０カ所→９，０００カ所

平成 ８年（１９９６年） 中央児童福祉審議会基本問題部会が法定化に向けての検討について中間報告

平成 ９年（１９９７年）
中央児童福祉審議会が「放課後児童健全育成事業」の法定化（位置付けの明確化）を答申
児童福祉法の改正により、「放課後児童健全育成事業」を法定化（平成１０年４月１日施行）

平成１１年（１９９９年）
「新エンゼルプラン」を策定（平成１２年～１６年）
・放課後児童クラブ ９，０００カ所→１１，５００カ所

平成１６年（２００４年）
「子ども・子育て応援プラン」を策定（平成１７年～２１年）
・１５，１３３か所→１７，５００か所（全国の小学校区の約４分の３で実施）

平成１９年（２００７年） 「放課後児童クラブガイドライン」（局長通知）を策定

平成２１年（２００９年）
「子ども・子育てビジョン」を策定（平成２２年～２６年）
・８１万人→１１１万人（平成２９年度に４０％（小学１～３年サービス提供割合）に達する潜在需要
に対し、平成２６年度までに３２％のサービス提供割合を目指す）

平成２２年（２０１０年） 子ども・子育て新システム検討会議を設置（少子化社会対策会議決定）

平成２４年（２０１２年） 子ども・子育て関連３法成立

平成２６年（２０１４年）

「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」（省令基準）を策定
市町村が国の省令基準に基づき、設備及び運営に関する条例を制定
「放課後子ども総合プラン」を策定（平成３１年度末までに、約３０万人分を新たに整備）
「少子化社会対策大綱」を閣議決定（目標：２０１９（平成３１）年度末））
・放課後児童クラブ：１２２万人
・放課後児童クラブの利用を希望するが利用できない児童数：解消をめざす

「放課後児童クラブ運営指針」を策定（局長通知）

平成２７年（２０１５年） 子ども・子育て支援新制度施行 ２



○クラブ数 ２３，６１９か所

（参考：全国の小学校19,655校）

○支援の単位数 ２８，１９８単位（平成27年より調査）

○登録児童数 １，０９３，０８５人

○利用できなかった児童数（待機児童数） １７，２０３人

【事業の内容、目的】

【現状】（平成２８年５月現在）

放課後児童クラブの概要
共働き家庭など留守家庭の小学校に就学している児童に対して、学校の余裕教室や児童館、公民館などで、放課後等に適

切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る。
（平成９年の児童福祉法改正により法定化〈児童福祉法第６条の３第２項〉：平成10年４月施行）
※平成24年の児童福祉法改正により、対象年齢を「おおむね10歳未満」から「小学校に就学している」児童とした（平成27年４月施行）

【今後の展開】

○ 「ニッポン一億総活躍プラン」を踏まえ、
・「放課後子ども総合プラン」に掲げる平成３１年度末までの約１２
２万人分の受け皿確保を、平成３０年度末に前倒して実施するこ
とを目指す。

・放課後児童支援員の処遇改善等を進める。

※各年５月１日現在（総務課少子化総合対策室調）

［クラブ数、登録児童数及び利用できなかった児童数の推移］

9,729

10,201 

10,994 

11,803 

12,782 

13,698 

14,457 

15,184 

15,857 

16,685 
17,583 

18,479 

19,946 

20,561 

21,085 
21,482 

22,084 
22,608 

23,619 

5,851 
6,180 

9,400 
11,360 

12,189 
14,029 

13,096 
11,438 

8,021 7,408 7,521 
8,689 

9,945 

16,941 17,203 

348,543 
355,176 

392,893 

452,135 
502,041 

540,595 

593,764 

654,823 

704,982 

749,478 
794,922 

807,857 

814,439 
833,038 

851,949 
889,205 

936,452 

1,024,635 

1,093,085 

0

100000

200000

300000

400000

500000

600000

700000

800000

900000

1000000

1100000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

クラブ数

利用できなかった児童数（待機児童数）

登録児童数

12,000

14,000

10,000

8,000

6,000

16,000

4,000
2,000

0

18,000

（か所） （人）

３



【登録児童数の低学年・高学年別の推移】

放課後児童クラブの登録児童数及び待機児童数の推移について

※各年５月１日現在（総務課少子化総合対策室調）

○ 低学年・高学年児童ともに年々増加傾向にあるが、特に平成２７年度から対象児童が６年生まで拡大された影響等
で、高学年児童等の数は平成２７年度は対前年２８％増、平成２８年度は１９％増と大幅に増加している。
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【利用できなかった児童数（待機児童数）の低学年・高学年別の推移】

○ 平成２７年度から対象児童が６年生まで拡大された影響等で、高学年等の待機児童数が平成２７年度から大幅に増加
している。
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9人以下

705支援の単位

（2.7%） 10～19人

2,191支援の単位

(8.3%)

20～35人

8,791支援の単位

(33.1%)36～45人

7,084支援の単位

(26.7%)

46～55人

3,813支援の単位

(14.4%)

56～70人

2,625支援の単位

(9.9%)

71人以上

1,319支援の単位

(5.0%)

１年生

34.6万人
(33.8%)

２年生

30.1万人
(29.4%)

３年生

22.6万人
(22.0%)

４年生

9.3万人
(9.1%)

５年生

3.8万人
(3.7%)

６年生

2.0万人
(1.9%)

その他

0.07万人

(0.１%)

17:00まで

118か所(0.5%)

17:01～18:00
5,815か所

(24.6%)

18:01～18:30
5,451か所

(23.1%)

18:31～19:00
10.509か所

（44.5%）

19:01以降

1,717か所
(7.3%)

9人以下

752支援の単位

（2.7%） 10～19人

2,219支援の単位
(7.9%)

20～35人

9,756支援の単位
(34.6%)36～45人

7,818支援の単位
(27.7%)

46～55人

3,936支援の単位
(14.0%)

56～70人

2,551支援の単位
(9.0%)

71人以上

1,166支援の単位
(4.1%)

放課後児童クラブの現状①
○登録児童数の規模別の状況 ○終了時刻の状況（平日）

○設置場所の状況 ○学年別登録児童数の状況

※平成２８年５月１日現在（総務課少子化総合対策室調）

（参考）２７年
（参考）２７年

（参考）２７年 （参考）２７年

登録児童数の人数規模別でみると、４５人までの
支援の単位が全体の約７３％を占めている。

１８時半を超えて開所しているクラブが全体の約５２％
を占めており、増加傾向にある。

設置場所では、学校の余裕教室が約２９％、学校
敷地内の専用施設が約２４％と小学校内での合計
が約５４％、児童館が約１１％であり、これらで
全体の約６５％を占めている。

学校

余裕教室
6,918
か所

(29.3%)

学校

敷地内
5,761
か所

(24.4%)

児童館

2,637
か所

(11.2%)

公的施設

等
3,286
か所

(13.9%)

その他

5,017
か所

(21.2%)

小学校１年生から３年生までで全体の約８４％を占め
ている。また、小学校４年生の占める割合が約９％か
ら約１０％と増加傾向にある。

１年生

35.6万人
(32.6%)

２年生

31.5万人
(28.9%)

３年生

24.1万人
(22.1%)

４年生

11.0万人
(10.0%)

５年生

4.7万人
(4.3%)

６年生

2.3万人
(2.1%)

その他

0.06万人
(0.1%)

17:00まで

255か所(1.1%)

17:01～18:00
6,295か所

(27.9%)

18:01～18:30
5,291か所

(23.4%)

18:31～19:00
9,244か所

（40.9%）

19:01以降

1,515か所
(6.7%)

学校

余裕教室

6,604か所

(29.2%)

学校

敷地内

5,407か所

(23.9%)

児童館

2,672か所
(11.8%)

公的施設

等

3,234か所

(14.3%)

その他

4,691か所
(20.8%)

５



公立公営

8,631か所
(38.2%)

公立民営

9,865か所
(43.6%)

民立民営4,112か所（18.2%）

社会福祉法人 3,124か所（13.8％）

NPO法人 1,165か所（5.2％）

運営委員会・保護者会 3,555か所（15.7％）
その他 2,021か所（8.9％）

社会福祉法人 1,333か所（5.9％）

NPO法人 576か所（2.5％）

運営委員会・保護者会 1,444か所（6.4％）
その他 759か所（3.4％）

２人

5,679支援の単

位
(21.4%)

３人

6,211支援の単

位
(23.4%)

４人

5,365支援の単

位
(20.2%)

５人

9,273支援の単

位
(35.0%)

小学１年生

3,072人（17.9%）

小学２年生

2,524人
(14.7%)

小学３年生

4,361人
(25.4%)

小学４年生

5,096人
(29.6%)

小学５年生

1,701人
(9.9%)

小学６年生

449人
(2.6%)

公立公営

8,739か所
(37.0%)

公立民営

10,591か所
(44.8%)

民立民営4,295か所（18.2%）

社会福祉法人 3,342か所（14.1％）

NPO法人 1,347か所（5.7％）

運営委員会・保護者会 3,694か所（15.6％）
その他 2,206か所（9.4％）

社会福祉法人 1,393か所（5.9％）

NPO法人 629か所（2.7％）

運営委員会・保護者会 1,391か所（5.9％）
その他 882か所（3.7％）

放課後児童クラブの現状②

○設置・運営主体別実施状況 ○待機児童数の学年別の状況

（参考）２７年 （参考）２７年

○放課後児童支援員等の状況

常勤職員が全体の約２７％を占める。

①雇用形態別の人数 ②支援の単位あたりの人数

５人以上配置しているところが全体の約３７％を
占める。

常勤職員

32,479人
(26.6%)

非常勤職員

42,012人
(34.4%)

嘱託職員

7,886人
(6.5%)

パート・

アルバイト

36,322人
(29.7%)

その他

3,520人
(2.9%) ２人

5,780
支援の単位

(20.5%)

３人
6,553

支援の単位
(23.2%)

４人
5,557

支援の単位
(19.7%)

５人
10,308

支援の単位
(36.6%)

設置・運営主体別実施状況でみると、公立公営が
全体の約３７％、公立民営のクラブが約４５％、
民立民営が約１８％を占めている。

※平成２８年５月１日現在（総務課少子化総合対策室調）

待機児童数の学年別の状況でみると、小学４年生
以上の占める割合が約３７％から約４２％へと増
加している。

（参考）２７年
（参考）２７年

１年生

3,339人
(19.7%)

２年生

2,757人
(16.3%)

３年生

4,604人
(27.2%)

４年生

4,752人
(28.1%)

５年生

1,116人
(6.6%)

６年生

365人
(2.2%)

その他

８人
(0.0%)

常勤職員

30,405人
(26.8%)

非常勤職員

39,802人
(35.1%)

嘱託職員

7,473人
(6.6%)

パート・

アルバイト

31,442人
(27.7%)

その他

4,193人
(3.7%)

６



※「学校教育」とは、学校教育法に位置づけられる小学校就学前の子どもを対象とする教育（幼児期の学校教育）を言い、「保育」とは児童福祉法に位置づけられる乳幼児を対象とした保育を言う。以下同じ。

○急速な少子化の進行 （平成27年合計特殊出生率 1.45）

○結婚・出産・子育ての希望がかなわない現状

・独身男女の約９割が結婚意思を持っており、

希望子ども数も２人以上。

・家族、地域、雇用など子ども・子育てを

取り巻く環境が変化。

○子ども・子育て支援が質・量ともに不足

・家族関係社会支出の対ＧＤＰ比の低さ

日本：1.36%、仏：2.85％、英：3.78％、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ：3.46％（2011年）

○子育ての孤立感と負担感の増加

○深刻な待機児童問題

○放課後児童クラブの不足「小1の壁」

○Ｍ字カーブ（３０歳代で低い女性の労働力率）

○質の高い幼児期の学校教育の振興の重要性

○子育て支援の制度・財源の縦割り

○地域の実情に応じた提供対策が不十分

質の高い幼児期の学校教育、
保育の総合的な提供

保育の量的拡大・確保、

教育・保育の質的改善

・待機児童の解消

・地域の保育を支援

・教育・保育の質的改善

地域の実情に応じた子ども・
子育て支援の充実

子育てをめぐる現状と課題

７



新制度は、
・待機児童の解消、小１の壁の打破
・子育て不安の解消！
など、子どもや子育てを巡る諸課題を解決し、少子化の進行を食い止め、子
どもを産み育てやすい社会の実現を目指す。

消費税率１０％への引き上げにより確保する０．７兆円程度を含め、追加の
恒久財源を確保し、
子育て支援の質、量の両面にわたる拡充を図る。

新制度の取組は、市町村が中心となって進める。
（地域の子育て支援ニーズを把握し、「市町村子ども・子育て支援事業計
画」を作成し、計画的に整備）

子ども・子育て支援新制度のポイント

８



※ 幼保連携型については、認可・指導監督の一本化、
学校及び児童福祉施設としての法的位置づけを与える等、制度改善を実施

保育所
０～５歳

認定こども園 ０～５歳

幼稚園型 保育所型 地方裁量型

小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育

認定こども園・幼稚園・保育所・小規模保育など
共通の財政支援

施設型給付

地域型保育給付

※私立保育所については、児童福祉法第24条により市町村が保育の実
施義務を担うことに基づく措置として、委託費を支弁

幼保連携型

幼稚園
３～５歳

子ども・子育て支援新制度の概要

・利用者支援事業（新規）
・地域子育て支援拠点事業
・一時預かり
・乳児家庭全戸訪問事業
・養育支援訪問事業等
・子育て短期支援事業

・ファミリー・サポート・センター
事業

・延長保育事業
・病児保育事業
・放課後児童クラブ

・妊婦健診

・実費徴収補足給付事業（新
規）

・多様な主体参入促進事業
（新規）

地域の実情に応じた
子育て支援

地域子ども・子育て支援事業

子ども・子育て支援新制度の全体像
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市町村は、地域の実情に応じ、市町村子ども・子育て支援事業計画に従って、地域子ども・子育て支援事業を実
施する。

新制度のポイント：地域子ども・子育て支援事業の充実

利用者支援事業
子育て家庭や妊産婦に対し
て、教育、保育、保健その
他の子育て支援に関する相
談や情報提供、助言等を行
い、関係機関との連絡調
整、連携の体制づくり等を
実施

地域子育て支援拠点
事業
地域の身近なところ
で子どもや保護者が
相互交流を行う場所
を開設し、子育てに
ついての相談、情報
提供、助言等を実施

一時預かり
急な用事や短期のパートタイ
ム就労など、子育て家庭の
様々なニーズに合わせて実施

スペースで実施

病児保育
病気や病後の子どもを、保護者
が家庭で保育できない場合に、
病院・保育所などに付設された
スペースで実施

する連絡、調整

ファミリー・サポート・
センター事業
子育て中の保護者を会員
として、子どもの預かり
等の援助を受けることを
希望する方と、援助を行
うことを希望する方との
相互に助け合う活動に関
する連絡、調整

養育支援訪問事業
養育支援が特に必要な家庭を訪問
し、養育に関する指導・助言等を
行うことにより、家庭の適切な養
育の実施を確保

乳児家庭全戸訪問事業
生後４ヶ月までの乳児のいる
全ての家庭を訪問し、子育て
支援に関する情報提供や養育
環境等を把握

妊婦健診
妊婦の健康保持及び増進を図るため、
妊婦に対する健康診査として、健康状
態の把握、検査計測、保健指導を実施
するともに、妊娠期間中の適時に必要
に応じた医学的検査を実施

健全な育成を図る

放課後児童クラブ
保護者が昼間家庭にいない小学生が、
放課後に小学校の余裕教室、児童館等
で過ごすことができるようにし、その
健全な育成を図る

すべての家庭を対象

主に共働き家庭を対象

延長保育
通常の利用日・利用時間以外の日
や時間において、認定子ども園、
保育所等にて保育を実施

妊娠期から出産後までを支援

子育て短期支援事業
疾病や仕事等により児童の養
育が一時的に困難となった場
合に、児童を児童養護施設等
で一時的に預かり、保護、生
活指導、食事の提供等を実施
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○消費税増税分を活用して、社会全体で子どもの育ち、子育てを支える
（子ども・子育て支援の質・量両面にわたる充実を目指す）

○待機児童を解消する

○幼児教育の機会を保障する

○地域の実情に応じて、認定こども園制度を活用する

○在宅の子育て家庭を含め、支援する
（３歳未満の在宅子育て家庭への支援の重要性）

○地域の実情に応じた子育て支援を展開する

○当事者参画（地方版子ども・子育て会議等の活用）により、
子ども・子育て支援を進める

子ども・子育て支援新制度の意義を改めて確認する
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●支援の量を拡充！
待機児童の解消をはじめ、必要とする全ての家庭が利用できる支援を目指す。
子どもの年齢や親の就労状況に応じた多様な支援を用意。保育や子育て支援の選択肢を増やす。
１人目はもちろん、２人目、３人目も安心して子育てできるように、保育の受け皿を増やす。

●支援の質を向上！
子どもたちがより豊かに育っていける支援を目指す。

0～2歳 ３～５歳

３～５歳0～2歳

仕事や介護などで
子どもをみられな

い日が多い

ふだん家にいて一
緒にすごす日が多

い

●保育所
●認定こども園
●小規模保育
●家庭的保育
など

●保育所
●認定こども園
など

●一時預かり※
●地域子育て
支援拠点※
など

※3歳以上も利用可能です

●幼稚園
●認定こども園
など

※保護者が昼間家庭にいない小学生の通う「放課後児童クラブ」や子どもが病気のときに預けられる
「病児保育」などの支援も増やす。

（例）
幼稚園や保育所、認定こども園・

児童養護施設等の職員配置の改善

幼稚園や保育所、認定こども園・
児童養護施設等の職員の処遇改善

放課後児童クラブの充実

消費税増税分を活用し子育てを社会全体で支える
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子ども・子育て支援の意義のポイント（基本指針）

○ 「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すとの考え方を基本とする。

○ 障害、疾病、虐待、貧困など社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含め、全ての子どもや子育
て家庭を対象とし、一人一人の子どもの健やかな育ちを等しく保障することを目指す。

○ 核家族化の進展、地域のつながりの希薄化、共働き家庭の増加、依然として多くの待機児童の存在、児童
虐待の深刻化、兄弟姉妹の数の減少など、子育て家庭や子どもの育ちをめぐる環境が変化。

○ 子ども・子育て支援とは、保護者が子育てについての第一義的責任を有することを前提としつつ、上記の
環境の変化を踏まえ、地域や社会が保護者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげること
を通じて、保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整え、親としての成長を支援し、子
育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるような支援をしていくこと。そうした支援によ
り、より良い親子関係を形成していくことは、子どものより良い育ちを実現することに他ならない。

○ 乳児期における愛着形成を基礎とした情緒の安定や他者への信頼感の醸成、幼児期における他者との関わ
りや基本的な生きる力の獲得など、乳幼児期の重要性や特性を踏まえ、発達に応じた適切な保護者の関わり
や、質の高い教育・保育の安定的な提供を通じ、子どもの健やかな発達を保障することが必要。

○ 子どもや子育て家庭の置かれた状況や地域の実情を踏まえ、幼児期の学校教育・保育、地域における多様
な子ども・子育て支援の量的拡充と質的改善を図ることが必要。その際、妊娠・出産期からの切れ目のない
支援を行っていくことに留意することが重要。

○ 社会のあらゆる分野における全ての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理解を深め、
各々が協働し、それぞれの役割を果たすことが必要。
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新制度施行前 新制度施行後（平成２７年４月～）

対象児童
（児童福祉法

第6条の3第2項）
おおむね１０歳未満の留守家庭の小学生

留守家庭の小学生

設備及び運営
の基準

（法第34条の8の2）

特段の定めなし

国が省令で基準を定め、市町村で条例を制定
［従事する者及び員数…従うべき基準］

［施設、開所日数、時間など…参酌すべき基準］

市町村の関与
（法第34条の8第2項）

開始後１ヶ月以内に事後の届け出など

［届け出先：都道府県］

事業開始前の事前の届け出など

［届け出先：市町村］

市町村の情報収集
（法第21条の11）

子育て支援事業に関し、必要な情報の提供 子育て支援事業に関し、必要な情報の収集及び提供

事業の実施の促進
（法第56条の7第2項）

特段の定めなし
市町村の公有財産（学校の余裕教室など）

の貸付け等による事業の促進

計画等
（子ども・子育て支援法

第61条）

・「市町村行動計画」の策定。

・総合的かつ効果的に次世代育成支援

対策を推進する努力義務

・「市町村子ども・子育て支援事業計画」の策定
・区域ごとの事業量の見込みや提供体制の確保について法律上に規定

・総合的かつ計画的に事業を実施する責務

費用負担割合

事業主拠出金
（国）

都道府県

市町村 1/3

1/3

1/3

事業主拠出金
（国）

都道府県

市町村

1/3

1/3

1/3 質の向上にかかる
費用については、
税制抜本改革によ
る財源確保を前提
（公費）

※質の改善（向上）にかかる費用について、事業主拠出金は充当しない。
（平成２４年３月２日少子化社会対策会議決定）

※放課後児童健全育成事業に従事する者の処遇改善に資するための施策について検討を加え、
所要の措置を講ずる。（子ども・子育て支援法附則第２条第３項）

※子ども・子育て支援の量的拡充及び質の向上を図るための安定財源の確保に努める。
（同法附則第３条）

※幼児教育・保育・子育て支援の質・量の充実を図るためには、１兆円超程度の財源が必要
であり、今回の消費税率の引上げにより確保する０．７兆円程度以外の０．３兆円超につ
いて、速やかに確保の道筋を示す。（参・附帯決議）

※総事業費の1/2程度を保護者負担と整理のうえ
予算計上している。

※保護者の就労だけでなく、保護者の疾病や介護なども該当することを地方自治体をはじめ
関係者に周知する。（衆／参・附帯決議）

放課後児童クラブの主な法改正事項放課後児童クラブの主な法改正事項

保護者負担

保護者負担

※地域子ども・子育て支援事業については、住民のニーズを市町村の事業計画に的確に反映
させるとともに、市町村の事業計画に掲げられた各年度の取組に応じて、住民にとって必要
な量の確保と質の改善を図るための財政支援を行う仕組みとすること。（参・附帯決議）
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放課後児童クラブの設備運営基準について放課後児童クラブの設備運営基準について

○ 放課後児童クラブの質を確保する観点から、子ども・子育て関連３法による児童福祉法の改正により、放課後児童クラブの
設備及び運営について、省令で定める基準を踏まえ、市町村が条例で基準を定めることとなった

○ このため、「社会保障審議会児童部会放課後児童クラブの基準に関する専門委員会」における議論を踏まえ、平成26年４
月に「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」（平成26年厚生労働省令第63号）を策定・公布した

＜主な基準＞

○ 専用区画（遊び・生活の場としての機能、静養するための
機能を備えた部屋又はスペース）等を設置

○ 専用区画の面積は、児童１人につきおおむね1.65㎡以上

○ 放課後児童支援員（※１）を、支援の単位ごとに２人以上配
置（うち１人を除き、補助員の代替可）

※１ 保育士、社会福祉士等（「児童の遊びを指導する者」の資格を基
本）であって、都道府県知事が行う研修を修了した者（※２）

※２ 平成32年３月31日までの間は、都道府県知事が行う研修を修了し
た者に、修了することを予定している者を含む ○ 土、日、長期休業期間等（小学校の授業の休業日）

→ 原則１日につき８時間以上

○ 平日（小学校授業の休業日以外の日）
→ 原則１日につき３時間以上

※ その地方における保護者の労働時間、授業の終了時刻等を考慮して
事業を行う者が定める

○ 原則１年につき250日以上

※ その地方における保護者の就労日数、授業の休業日等を考慮して、
事業を行う者が定める

○ 一の支援の単位を構成する児童の数（集団の規模）は、
おおむね40人以下

○ 支援は、留守家庭児童につき、家庭、地域等との連携の下、
発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、児
童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の
確立等を図り、もって当該児童の健全な育成を図ることを目
的として行わなければならない

○ 非常災害対策、児童を平等に取り扱う原則、虐待等の禁止、衛生管理等、運営規程、帳簿の整備、秘密保持等、苦情への対
応、保護者との連絡、関係機関との連携、事故発生時の対応 など

その他（参酌すべき基準）

※職員のみ従うべき基準（他の事項は参酌すべき基準）

支援の目的（参酌すべき基準）（第５条）

職員（従うべき基準）（第１０条）

開所日数（参酌すべき基準）（第１８条）

開所時間（参酌すべき基準）（第１８条）

児童の集団の規模（参酌すべき基準）（第１０条）

設備（参酌すべき基準）（第９条）
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２．放課後児童クラブ運営指針について
（平成２７年３月３１日策定・公表）
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「放課後児童クラブ運営指針」策定の経緯及びポイント

○ 放課後児童クラブについては、平成19年に「放課後児童クラブガイドライン」を策定し、運営するに当たって必要な基本的
事項を示すことで、各市町村における質の向上を図るための取組を進めてきたところである。

○ 平成24年の児童福祉法の改正により、市町村は、国が省令で定める設備及び運営の基準を踏まえて条例で基準を定め
なければならないこととされ、国において、平成26年4月に「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成
26年厚生労働省令第63号）」を策定し、全国的に一定水準の質の確保に向けた取組をより一層進めることとした。

○ 平成27年4月からは、省令基準を踏まえて各市町村において策定される条例に基づき、放課後児童クラブが運営されること
になるが、その運営の多様性を踏まえつつ、放課後児童クラブにおいて集団の中で子どもに保障すべき生活環境や運営内容
の水準を明確化し、事業の安定性及び継続性を確保していくことが必要である。

○ このため、これまでの「放課後児童クラブガイドライン」を見直し、国として運営及び設備に関するより具体的な内容を定めた
運営指針を新たに策定することとした。

策定の必要性

策定の３つの視点

① 放課後児童クラブの運営実態の多
様性を踏まえ、「最低基準」としてでは
なく、望ましい方向に導いていくための
「全国的な標準仕様」としての性格を
明確化

② 子どもの視点に立ち、子どもの最善
の利益を保障し、子どもにとって放課
後児童クラブが安心して過ごせる生活
の場となるように、放課後児童クラブ
が果たすべき役割を再確認し、その役
割及び機能を適切に発揮できるような
観点で内容を整理

③ 子どもの発達過程や家庭環境など
も考慮して、異なる専門性を有して
従事している放課後児童支援員等が
子どもとどのような視点で関わることが
求められるのかという共通の認識を
得るために必要となる内容を充実

省令基準及び運営指針に沿った一定水準の質を確保した放課後児童クラブの全国展開を図る
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① 放課後児童クラブの特性である「子どもの健全な育成と遊び及び生活の支援」を「育成支援」と定義し、その育成支援の

基本的な考え方等を第１章の総則に新たに記載

運営指針の４つのポイント

② 児童期の発達の特徴を３つの時期区分ごとに整理するとともに、子どもの発達過程を踏まえて集団の中での子ども同士

の関わりを大切にして育成支援を行う際の配慮すべき事項等を第２章に新たに記載

③ 放課後児童クラブにおける「育成支援」の具体的な内容を子どもの立場に立った観点から網羅的に記載するとともに、

障害のある子どもや特に配慮を必要とする子どもへの対応については、より具体的な受入れに当たっての考え方や留意
すべき点なども加味して、第３章に新たに記載

④ 運営主体が留意すべき点として、子どもや保護者の人権への配慮、個人情報や守秘義務の遵守及び事業内容の向上に

関することなど、放課後児童クラブの社会的責任と職場倫理等について、第７章に新たに記載

○ 「放課後児童クラブ運営指針」の策定に当たっては、国の調査委託事業の中で、見直しに関する委員会及びＷＧを設置して検討を行い、平成27年
2月に報告書の提出を受け、本報告書の内容等を踏まえ、「放課後児童クラブ運営指針」を策定した。

委員会等のメンバーは、以下のとおり。 （五十音順、敬称略、◎は座長、○はＷＧ座長、＊はＷＧメンバー）

氏 名 所 属 氏 名 所 属
秋元 紀子＊

飯野 美伽＊

岡部 浩
尾木 まり＊

小野 さとみ＊

◎柏女 霊峰

文京区男女協働子育て支援部児童青少年課
湯島児童館 主査 育成室担当
目黒区子育て支援部子ども家庭課子ども家庭係
母子自立支援員・婦人相談員
千葉県浦安市こども部青少年課長
有限会社エムアンドエムインク
子どもの領域研究所所長
東京都町田市南大谷学童保育クラブ 主任指導員
淑徳大学総合福祉学部社会福祉学科教授

佐藤 晃子＊

田丸 敏高
中川 一良＊

○野中 賢治＊

柳澤 邦夫

＜事務局＞
山岡 由加子＊

九州産業大学非常勤講師
福山市立大学教育学部児童教育学科教授
社会福祉法人健光園 京都市北白川児童館館長
鎌倉女子大学非常勤講師
栃木県上三川町立北小学校長

みずほ情報総研株式会社
社会政策コンサルティング部福祉・労働課
上席課長
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○ 第１章から第７章までの構成で、放課後児童クラブにおける育成支援の内容や運営に関する留意すべき事項などを網羅的に記載し、
運営していく上での基本的な事項を定めている。

○ 各放課後児童クラブは、この運営指針を踏まえ、それぞれの実態に応じて創意工夫を図り、質の向上と機能の充実に努めていく。

運営指針の構成

「放課後児童クラブ運営指針」の概要①

１．総則 ２．放課後児童健全育成事業の役割 ３．放課後児童クラブにおける育成支援の基本

第１章 総則

放課後児童クラブ運営指針の趣旨と育成支援の基本的な考え方を示し、全体像を理解できる内容を規定

1.子どもの発達と児童期 2..児童期の発達の特徴 3.児童期の発達過程と発達領域 4.児童期の遊びと発達 5.子どもの発達過程を踏まえた育成支援における配慮事項

第２章 事業の対象となる子どもの発達

児童期（6～12歳）の発達の特徴を3つの時期区分ごとに整理し、育成支援に当たって配慮すべき内容を規定

１．施設及び設備 ２．衛生管理及び安全対策

省令基準に基づく施設及び設備の環境整備と感染症や事故
などへの対応方法等の具体的な内容を規定

第６章 施設及び設備、衛生管理及び安全対策

１．放課後児童クラブの社会的責任と職場倫理
２．要望及び苦情への対応 ３．事業内容向上への取り組み

第７章 職場倫理及び事業内容の向上

運営主体の責務と放課後児童支援員等の倫理意識の自覚、
研修等の事業内容向上の取組内容を規定

１．職員体制 ２．子どもの集団の規模 ３．開所時間及び開所日
４．利用の開始等に関わる留意事項 ５．運営主体
６．労働環境整備 ７．適正な会計管理及び情報公開

第４章 放課後児童クラブの運営

１．学校との連携 ２．保育所、幼稚園等との連携 ３．地域、関係機関
との連携 ４．学校、児童館を活用して実施する放課後児童クラブ

第５章 学校及び地域との関係

省令基準に基づく職員体制や集団の規模等の具体的な内容を規定 連携に当たっての情報交換等の必要性や方法等の内容を規定

１．育成支援の内容 ２．障害のある子どもへの対応 ３．特に配慮を必要とする子どもへの対応 ４．保護者との連携
５．育成支援に含まれる職務内容と運営に関わる業務

第３章 放課後児童クラブにおける育成支援の内容

育成支援を行うに当たって子どもが主体的に過ごし、一人ひとりと集団全体の生活を豊かにしていくために必要となる援助の具体的
な方法や障害のある子どもなどに適切に対応していくために留意すべきこと、保護者との信頼関係の構築などの内容を規定

（平成２７年３月３１日策定・公表）
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運営指針の主な内容

「放課後児童クラブ運営指針」の概要②

○ 「子どもの健全な育成と遊び及び生活の支援」を「育成支援」と定義し、その基本的考え方として、子どもが安心して過ごせる生活の場として
ふさわしい環境を整え、安全面に配慮しながら子どもが自ら危険を回避できるようにしていくとともに、子どもの発達段階に応じた主体的な遊び
や生活が可能となるように、自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立等により、子どもの健全な育成を図る。

○ 放課後児童クラブの役割として、児童の権利に関する条約の理念に基づき、子どもの最善の利益を考慮して育成支援を推進し、学校や地域
の様々な社会資源との連携を図りながら、保護者と連携して育成支援を行うとともに、その家庭の子育てを支援する役割を担う。

第１章 総則

○ 放課後児童クラブでは、放課後等に子どもの発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるようにすることが求められるため、放課後
児童支援員等は、子どもの発達の特徴や発達過程を理解し、発達の個人差を踏まえて一人ひとりの心身の状態を把握しながら育成支援を行う
ことが必要である。

○ 児童期の発達の主な特徴としては、
・ ものや人に対する興味が広がり、その探求のために自らを律することができるようになる
・ 学校、地域など子どもが関わる環境が広がり、多様な他者との関わりを経験するようになる
・ 集団や仲間で活動する機会が増え、その中で規律と個性を培うとともに、他者と自己の多様な側面を発見できるようになる

○ 児童期の発達過程は個人差が大きく、目安として、おおむね６歳～８歳（低学年）、９歳～10歳（中学年）、11歳～12歳（高学年）の３つの時期に
区分して捉え、その発達過程を踏まえ、子ども一人ひとりの心身の状態を把握しながら、集団の中での子ども同士の関わりを大切にして育成
支援を行うことが求められる。

第２章 事業の対象となる子どもの発達

○ 放課後児童クラブは、年齢や発達の状況が異なる多様な子ども達が一緒に過ごす場であり、放課後児童支援員等には、それぞれの子どもの
発達の特徴や子ども同士の関係を捉えながら適切に関わることで、一人ひとりと集団全体の生活を豊かにすることが求められる。

○ 育成支援に当たって、放課後児童支援員等に求められる主な内容は以下のとおり。

第３章 放課後児童クラブにおける育成支援の内容

①子どもが自ら進んで放課後児童クラブに通い続けられるようにする援助 ②子どもの出欠席と心身の状態を把握した適切な援助
③子ども自身が見通しを持って主体的に過ごせるようにする援助 ④日常生活に必要となる基本的な生活習慣を習得できるようにする援助
⑤子どもが発達段階に応じた主体的な遊びや生活ができるようにする援助 ⑥子どもが自分の気持ちや意見を表現できるようにする援助
⑦子どもにとって放課後の時間帯に栄養面や活力面から必要とされるおやつの適切な提供
⑧子どもが安全に安心して過ごすことができるような環境の整備や緊急時に適切な対応ができるようにする援助
⑨放課後児童クラブでの子どもの様子を日常的に保護者に伝え、家庭と連携した育成支援
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「放課後児童クラブ運営指針」の概要③

○ 障害のある子どもへの対応については、包容・参加（インクルージョン）の考え方に立ち、放課後児童クラブを利用する機会が確保されるように
適切な配慮及び環境整備を行い、可能な限り受入れに努めるとともに、放課後児童クラブでの子ども達との生活を通して共に成長できるように、
見通しを持って計画的な育成支援を行う。

○ 児童虐待が疑われる場合には、放課後児童支援員等は各自の判断だけで対応することは避け、運営主体の責任者と協議の上で、市町村
又は児童相談所に速やかに通告し、関係機関と連携して適切な対応を図らなければならない。

○ 放課後児童支援員等は、子どもの家庭環境についても配慮し、家庭での養育について特別の支援が必要な状況を把握した場合には、子ども
と保護者の安定した関係の維持に留意しつつ、市町村や関係機関と連携して適切な支援につなげるように努める。

○ 子どもの遊びや生活の様子を日常的に保護者に伝え、子どもの状況について家庭と情報を共有するとともに、育成支援を通じて保護者との
信頼関係を築くことに努める。

○ 放課後児童クラブには、年齢や発達の状況が異なる子どもを同時にかつ継続的に育成支援を行う必要があること、安全面での管理が必要で
あること等から、支援の単位ごとに２人以上の放課後児童支援員等を置くこととし、その勤務時間については、子どもの受入れ準備や打合せ、
育成支援の記録作成等、開所時間の前後に必要となる時間を前提として設定されることが求められる。

○ 子ども集団の規模（支援の単位）は、子どもが相互に関係性を構築したり、１つの集団としてまとまりをもって共に生活したり、放課後児童支援
員等が個々の子どもと信頼関係を築いたりできる規模として、おおむね40人以下とする。

○ 開所時間については、学校の授業の休業日は１日につき８時間以上、それ以外の日は１日につき３時間以上、開所日については、１年につき
250日以上を原則として、保護者の就労時間、学校の授業の終了時刻その他の地域の実情等を考慮して、当該放課後児童クラブごとに設定
するが、新１年生については、保育所との連続性を考慮し、４月１日より受け入れを可能にする必要がある。

○ 運営主体は、利用を希望する保護者等に必要な情報を提供するとともに、新１年生の環境変化に配慮して、利用の開始の前に、子どもや家庭
の状況、保護者のニーズ及び放課後児童クラブでの過ごし方について十分に保護者等と情報交換することが求められる。

○ 運営主体は、放課後児童支援員等の労働実態や意向を把握し、放課後児童支援員等が健康で意欲を持って就業できるように、労働環境の
整備に努める必要がある。

第４章 放課後児童クラブの運営

○ 子どもの生活の連続性を保障するために、学校との情報交換や情報共有、職員同士の交流等を、日常的、定期的に積極的に行い、その実施
に当たっては、個人情報の保護や秘密の保持についてあらかじめ取り決めておく。

○ 新１年生の子どもの発達と生活の連続性を保障するために、保育所、幼稚園等と子どもの状況について情報交換や情報共有を行う。

第５章 学校及び地域との関係
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「放課後児童クラブ運営指針」の概要④

○ 運営主体は、社会的信頼を得るとともに、法令を遵守し、子どもや保護者の人権に十分配慮しながら、一人ひとりの人格を尊重するなど、すべ
ての放課後児童支援員等が職場倫理を自覚して職務に当たるように組織的に取り組む必要がある。

○ 放課後児童支援員等は、仕事を進める上での倫理を自覚して、育成支援の内容の向上に努めなければならない。

○ 子どもや保護者等からの要望や苦情に対しては、迅速かつ適切に、誠意を持って対応し、その内容や対応について職員間で共有する。

○ 放課後児童支援員等は、情報交換や情報共有を図り、事例検討を行うなど相互に協力して自己研鑽に励み、育成支援に当たっての課題等に
ついて意見交換を行うことにより、事業内容を向上させるように努める。

○ 運営主体は、職場内での教育訓練や研修のみならず、職場を離れての研修の機会を確保し、その参加を保障するとともに、職員が自発的、
継続的に研修に参加できるように、研修受講計画を策定するなどに取り組んでいくことが求められる。

○ 運営主体は、その運営の内容について自己評価を行い、その結果を公表するように努め、評価を行う際には、子どもや保護者の意見を取り
入れて行うことが求められるとともに、評価の結果については、職員間で共有し、事業内容の向上に生かす。

○ 放課後児童クラブには、子どもが安全に安心して過ごし、体調の悪い時等に静養することができる生活の場としての機能と、遊び等の活動
拠点としての機能を備えた専用区画が必要であり、その面積は、子ども１人につきおおむね1.65㎡以上を確保し、室内のレイアウトや装飾、
採光等にも配慮し、子どもが心地よく過ごせるように工夫することが求められる。

○ 衛生及び安全が確保された設備を備え、生活に必要な備品、遊具及び図書を備える。また、日常の衛生管理に努め、医療品を備える。

○ 事故やケガを防止するために、室内及び屋外の環境の安全性について毎日点検し、必要な補修等を行うとともに、その防止に向けた対策や
発生時の対応に関するマニュアルを作成し、放課後児童支援員等の間で共有する。

○ おやつの提供に際して、食物アレルギー事故、窒息事故等を防止するため、放課後児童支援員等は応急対応について学んでおく。

○ 運営主体は、市町村との連携のもとに災害等の発生に備えて具体的な計画及びマニュアルを作成し、定期的に（少なくとも年２回以上）訓練を
行うなどして適切かつ迅速に対応できるようにしておく。また、外部からの不審者等の侵入防止の措置や訓練などの対応を図る。

第６章 施設及び設備、衛生管理及び安全対策

第７章 職場倫理及び事業内容の向上

○ 放課後児童クラブに通う子どもの生活について地域の協力が得られるように、自治会・町内会や民生委員・児童委員（主任児童委員）等の
地域組織や子どもに関わる関係機関等と情報交換や情報共有、相互交流を図るとともに、事故、犯罪、災害等から子どもを守るため、地域住民
と連携、協力して子どもの安全を確保する取り組みを行う。

○ 児童館の中で実施する場合は、放課後児童クラブに通う子どもの育成支援の環境及び水準が担保されるようにする。
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３．平成29年度予算（案）について
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事 項 事 業 内 容
平成29年度

予算案

（参考）
平成28年度

予算額国分 地方分

子ども・子育て支援

子ども・子育て支援新制度の実施 6,526 2,985 3,541 5,593

社会的養護の充実 416 208 208 345

育児休業中の経済的支援の強化 17 10 6 67

医
療
・
介
護

医療・介護サービス
の提供体制改革

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等
・ 地域医療介護総合確保基金（医療分）
・ 診療報酬改定における消費税財源等の活用分

904
442

602
313

301
129

904
422

地域包括ケアシステムの構築
・ 地域医療介護総合確保基金（介護分）
・ 平成27年度介護報酬改定における消費税財源の活用分

（介護職員の処遇改善等）
・ 在宅医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援事業の充実

724
1,196

429

483
604

215

241
592

215

724
1,196

390

医療・介護保険
制度の改革

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充 612 0 612 612
国民健康保険への財政支援の拡充

・ 財政安定化基金の造成
（基金の積立残高）

1,100
（1,700）

1,100 0 580
（600）

・ 上記以外の財政支援の拡充 2,464 1,632 832 1,664

被用者保険の拠出金に対する支援 700 700 0 210

70歳未満の高額療養費制度の改正 248 217 31 248

介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化 221 111 111 218
難病・小児慢性
特定疾病への対応

難病・小児慢性特定疾病に係る公平かつ安定的な制度の運用 等 2,089 1,044 1,044 2,089

年 金
年金受給資格期間の25年から10年への短縮 256 245 10 －

遺族基礎年金の父子家庭への対象拡大 44 41 3 32

合 計 18,388 10,511 7,877 15,295

平成29年度における「社会保障の充実」（概要）

（注１）

（注１） 金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。

（注２） 消費税増収分（1.35兆円）と社会保障改革プログラム法等に基づく重点化・効率化による財政効果（▲0.49兆円）を活用し、上記の社会保障の充実（1.84兆円）の財源を確保。

（注３） 「子ども・子育て支援新制度の実施」の国分については全額内閣府に計上。

（注４） 「育児休業中の経済的支援の強化」の国分のうち、雇用保険の適用分（10億円）は厚生労働省、国共済組合の適用分（0.1億円）は各省庁に計上。

（注３）

（注４）

（単位：億円）
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○ 「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年６月２日閣議決定）を踏まえ、「放課後子ども総合
プラン」に基づく、放課後児童クラブの約122万人分の受け皿確保を平成30年度末までに
前倒して実施するため、施設整備費の補助率嵩上げを継続するとともに、運営費補助基準
額を増額するほか、放課後児童支援員等の人材確保対策などを推進する。

○ 放課後児童クラブ関係予算 ７２５．３億円（28年度 ５７４．８億円）

受入児童数の拡大1,138,801人(28年度)→1,177,959人(29年度)[約3.9万人増]

運営費の負担の考え方

1 / 3

1 / 3

1 / 3
国

1 / 6
都道府県

1 / 6
市町村

1 / 6

保護者
1 / 2

※国(1/6)は事業主拠出金財源

放課後児童クラブ関係・平成29年度予算(案)のポイント

平成29年度予算（案）の主な内容

１ 施設整備費の国庫補助率嵩上げ 【平成２８年度からの継続】
○公立の場合：（嵩上げ前）国１／３、都道府県１／３、市町村１／３

→（嵩上げ後）国２／３、都道府県１／６、市町村 １／６

※補助率嵩上げとともに、社会福祉法人等としていた整備費補助の対象事業
者を、株式会社、ＮＰＯ法人等の法人格を持つ団体へと拡大

２ 運営費補助基準額の増額 【拡充】

○児童数40名の場合
Ｈ28年度 年額374.4万円 → Ｈ29年度 年額430.6万円（＋56.2万円）

３ 放課後児童支援員の経験等に応じた処遇改善 【新規】

放課後児童支援員の勤続年数や研修実績等に応じた処遇改善（１人
あたり年額12.4万円～37.2万円）を図る。

※現在、18:30を超えて開所するクラブに対し処遇改善のための補助を実施し
ているが、これに加え、新たな処遇改善のための補助の仕組みを導入。

４ 長期休暇期間中の受入れ支援 【新規】

夏休み等、長期休暇期間中に放課後児童クラブの利用を希望す
る子どもの受入れを支援するための補助を行う。

５ 賃貸借等により実施する放課後児童クラブの防災対策 【拡充】

民家・アパート等を借りて実施している放課後児童クラブの安全性
を確保するための既存施設の改修・備品購入や、より安全な建物へ
移転する場合に必要な費用の補助を行う。

６ 障害児受入強化推進事業の充実 【拡充】

障害児５人以上の受入れ要件を、３人以上の場合に拡充するとと
もに、医療的ケア児に対する支援に必要な職員配置等に要する経
費の補助を行う。

（参考）

113.9万人
（予算）

93.6万人
（実績）

平成26年度 27年度

110.6万人
（予算）

121.7万人
約30万
人分

市町村子ども・子育て支援事業計画の期間（平成27～31年度）

（※）平成31年度の数値は、潜在ニーズも含めた利用ニーズ（「量の見込み」）の全国集計値

28年度

117.8万人
（予算案）

121.7万人
（計画前倒し）約3.9万人分

30年度29年度 31年度
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放課後児童クラブ関係・平成29年度予算案の概要

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課少子化総合対策室

（参考）

113.9万人
（予算）93.6万人

（実績）

平成26年度 27年度

110.6万人
（予算）

121.7万人
約30万
人分

市町村子ども・子育て支援事業計画の期間（平成27～31年度）

（※）平成31年度の数値は、潜在ニーズも含めた利用ニーズ（「量の見込み」）の全国集計値

28年度

117.8万人
（予算案）

121.7万人
（計画前倒し）約3.9万人分

30年度29年度 31年度

○ 「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年６月２日閣議決定）を踏まえ、「放課後子ども総合プラン」に基づく
放課後児童クラブの約122万人分の受け皿確保を平成30年度末に前倒して実施するため、施設整備費の
補助率嵩上げを継続するとともに、運営費補助基準額の増額を行うほか、放課後児童支援員等の人材確
保対策などを推進する。

○ 放課後児童クラブ関係予算 ７２５．３億円（５７４．８億円）

１．運営費等 ５８７．８億円（４４６．０億円）

（１）量的拡充（「放課後子ども総合プラン」による量的拡充のための市町村への支援策の充実）
① 放課後児童健全育成事業（運営費）

ア 運営費補助基準額の増額【拡充】
（ア）事業内容

放課後児童クラブの運営実態を踏まえ、クラブ職員の人件費を見直し、運営費補助基準額の増額を行う。
（イ）補助基準額（案）：４，３０６千円（３，７４４千円）※児童数36～45人の場合

子ども・子育て支援交付金（内閣府所管）：
１，０７６億円の内数（９８２億円の内数）
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イ 長期休暇期間中の受入れ支援【新規】
（ア）事業内容

夏休み等、長期休暇期間中に放課後児童クラブの利用を希望する子どもの受入れを支援するための補助を行う。
（イ）補助基準額（案）：１７千円［１支援の単位あたり日額］

② 放課後子ども環境整備事業（放課後児童クラブ設置促進事業（既存施設の改修等）及び放課後児童
クラブ環境改善事業（備品購入等））

ア 放課後児童クラブの防災対策【拡充】
（ア）事業内容

既存施設を活用して実施している放課後児童クラブの防災対策として、改修・設備の整備・修繕及び備品の購入を
行う場合について、放課後児童クラブ設置促進事業及び放課後児童クラブ環境改善事業の補助対象とする。

（イ）補助基準額（案）：
（ⅰ）放課後児童クラブ設置促進事業１２，０００千円（１２，０００千円）
（ⅱ）放課後児童クラブ環境改善事業 １，０００千円（ １，０００千円）

イ 一体型の放課後児童クラブ・放課後子供教室の促進
（ア）事業内容

小学校の余裕教室を改修等して放課後児童クラブを設置する際に、放課後子供教室と一体的に実施する場合に
は、放課後児童クラブ設置促進事業及び放課後児童クラブ環境改善事業による補助に加えて、一体的に実施する際
に必要となる設備の整備・修繕及び備品の購入に係る経費の上乗せ補助を行う。

（イ）補助基準（加算）額（案）：１，０００千円（１，０００千円）

ウ 幼稚園・認定こども園等の活用の促進
（ア）事業内容

幼稚園、認定こども園等を活用して、放課後児童クラブの設置促進を図るために必要となる小学生向けの遊具等を
購入等するための環境改善経費（設備の整備・修繕及び備品の購入）の補助を行う。

（イ）補助基準額（案）：５，０００千円（５，０００千円）
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③ 放課後児童クラブ障害児受入推進事業
（ア）事業内容

放課後児童クラブにおける障害児の受入れを推進するため、必要となる専門的知識等を有する職員の配置に要する
経費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案）：１，７９６千円（１，７４８千円）

④ 放課後児童クラブ運営支援事業
ア 賃借料補助
（ア）事業内容

放課後児童クラブにおける待機児童の解消を図るための措置として、待機児童が存在している地域等において、学校
敷地外の民家・アパート等を活用して放課後児童クラブを平成27年度以降に新たに運営するために必要な賃借料の補
助を行う。

（イ）補助基準額（案）：２，９９６千円（３，０５２千円）

イ 移転関連費用補助【拡充】
（ア）事業内容

放課後児童クラブにおける待機児童の解消を図るための措置として、待機児童が存在している地域等において、学校
敷地外の民家・アパート等から、より広い場所に放課後児童クラブを移転して受入児童数を増やす場合に加え、民家・ア
パート等を借りて実施している放課後児童クラブの防災対策として、より耐震性の高い建物に移転する場合についても対
象とし、その移転に係る経費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案）：２，５００千円（２，５００千円）

ウ 土地借料補助
（ア）事業内容

放課後児童クラブにおける待機児童の解消を図るための措置として、待機児童が存在している地域等において、学校
敷地外の土地を活用して、放課後児童クラブを設置する際に必要な土地借料への補助を行う。

（イ）補助基準額（案）：６，１００千円（６，１００千円）

（ウ）補助対象：施設整備費の対象となる市町村、社会福祉法人、学校法人、公益法人等以外の民間団体等
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⑤ 放課後児童クラブ送迎支援事業
（ア）事業内容

授業終了後に学校敷地外の放課後児童クラブに移動する際に、子どもの安全・安心を確保するため、地域において
子どもの健全育成等に関心を持つ高齢者や主婦等の活用等による送迎支援を行うために必要な経費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案）：４６６千円（４５４千円）

（２）質の向上

① 放課後児童支援員等処遇改善等事業

（ア）事業内容
保育所との開所時間の乖離を縮小し、保育の利用者が就学後も引き続き放課後児童クラブを円滑に利用できるように、

18時半を超えて開所する放課後児童クラブにおいて、
（ⅰ）家庭、学校等との連絡及び情報交換等を行い、いずれかの業務に従事する職員（※１）を配置する場合に、当該職

員の賃金改善に必要な経費の補助を行う。 ※1 職員は当該全ての業務の主担当でなくともよい。

（ⅱ）または、（ⅰ）に加え、地域との連携、協力等を行い、いずれかの業務に従事する職員（※２）を配置し、うち１名以

上を常勤職員（※３）とする場合に、当該職員の賃金改善経費を含む常勤職員を配置するために必要な経費の補

助を行う。 ※２、３ 職員及び常勤職員は（ⅰ） の業務や地域との連携協力等全ての業務の主担当でなくともよい。

（イ）補助基準額（案）：（ⅰ）１，５４１千円（１，５８１千円） （ⅱ）２，９０４千円（２，９３２千円）

② 障害児受入強化推進事業【拡充】

（ア）事業内容
障害児受入推進事業による職員１名の加配に加え、障害児５人以上の受入れを行う場合に、追加で職員１名を加配

するための経費の補助を行っているが、当該要件を障害児３人以上の受入を行う場合に拡充するとともに、医療的ケア
児に対する支援に必要な専門職員（看護師等）の配置等に要する経費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案）：１，７９６千円（１，７４８千円）
※医療的ケア児がいる場合の支援 ３，８４７千円［１支援の単位当たり年額］
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③ 小規模放課後児童クラブ支援事業

（ア）事業内容
「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」では、放課後児童支援員等の２人以上の配置を基本とし

ているため、19人以下の小規模クラブについて、複数配置して運営することが可能となるよう、必要な経費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案）：５５９千円（５４４千円）

（３）その他（放課後児童支援員の経験等に応じた処遇改善）

○ 放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業（仮称）【新規】（※次頁参照）

（ア）事業内容
放課後児童クラブに従事する放課後児童支援員について、勤続年数や研修実績等に応じた賃金改善に要する費用

を補助する。

（ⅰ）放課後児童支援員を対象に年額12万４千円（月額約1万円）

（ⅱ）経験年数が概ね５年以上の放課後児童支援員で、一定の研修を修了した者を対象にⅰと合わせて

年額24万８千円（月額約２万円））

（ⅲ）経験年数が概ね10年以上の事業所長（マネジメント）的立場にある放課後児童支援員を対象にⅱと合わせて

年額37万２千円（月額約３万円））

（イ）補助基準額（案）：（ⅰ）１２４千円［１人当たり年額］

（ⅱ）２４８千円［１人当たり年額］

（ⅲ）３７2千円［１人当たり年額］
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放課後児童支援員の勤続年数（通算勤続年数により算出）に併せて、支援員としてのレベル確保・
向上のための研修実績に応じた人件費の加算を行う。

事業所長（マネ
ジメント）的立場
にある放課後児
童支援員への加
算

経験等に応じ
た処遇改善

放課後児童支援員
基本的生活習慣の習得の援助、自立に向けた支

援、家庭と連携した生活支援等に必要な知識・技

能を習得するための認定資格研修を受講したもの

育成支援の内容の向上を担うため、

より専門性の高い研修を受講した勤

続年数５年以上の放課後児童支援員

事業所長（マネジメント）的

立場にある勤続年数10年以上の

放課後児童支援員

【放課後児童支援員認定資格研修の主な内容】

・放課後児童健全育成事業の理解

・子どもを理解するための基礎知識

・子どもの育成支援 ・保護者・学校・地域との連携・協力

・安全・安心への対応

※研修の実施主体：都道府県

【研修内容の例】

・いじめや虐待への対応

・発達障害児など配慮を必要とする

子どもへの支援

・安全指導と安全管理、危機管理

・遊びや製作活動、表現活動 など

現行、放課後児童クラブに対する補助は、「質の向上」の一環として、18:30を超えて開所している放課後児童クラブに対して
処遇改善の上乗せ補助がされている。今回、これに加えて、新たに上記の経験等に応じた処遇改善の補助を行う仕組みを導
入する。

年額12万４千円
（月額約１万円）

年額24万８千円
（月額約２万円）

年額37万２千円
（月額約３万円）

放課後児童支援員の経験等に応じた処遇改善のイメージ
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２．施設整備費 １３７．５億円（１２８．８億円）

市町村が、子ども・子育て支援法に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画及び「放課後子ども総合プラン」に位置付
けた放課後児童クラブの整備を行うための経費に対する補助を行う。

①実施主体：市町村

②補助対象事業者：市町村、社会福祉法人、学校法人、公益法人、株式会社、ＮＰＯ法人等

③補助基準額（案）：
ア 放課後子ども総合プランに基づく学校敷地内での創設整備の場合 ５１，４２６千円（４９，９２８千円）

［（※）次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画への一体型の目標事業量等の記載を補助要件とする。］
イ 上記以外の場合：２５，７１３千円（２４，９６４千円）
ウ 土地借料加算 ： ６，１００千円（６，１００千円）

④補助率：

注：放課後児童クラブや保育所等の待機児童が発生している、又は待機児童解消加速化プランに参加している
場合は、補助率の嵩上げを実施（平成２８年度～）

子ども・子育て支援整備交付金（内閣府所管）：
１６３億円の内数（１５４億円の内数）

【公立の場合】国：１／３、都道府県１／３、市町村１／３
【民立の場合】国：２／９、都道府県２／９、市町村２／９、社会福祉法人等１／３

【公立の場合】国：２／３、都道府県１／６、市町村１／６
【民立の場合】国：１／２、都道府県１／８、市町村１／８、社会福祉法人等１／４
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３．その他（放課後児童支援員等研修関係）

（１）職員の資質向上・人材確保等研修事業
①放課後児童支援員認定資格研修事業
（ア） 事業内容

「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」に基づき、放課後児童クラブに従事する放課後児童支
援員として認定されるために修了が義務づけられている都道府県知事が行う研修（認定資格研修）を実施するために必
要となる経費の補助を行う。

（イ） 実施主体：都道府県（一部委託可）

（ウ） 補助基準額（案）：厚生労働大臣が認める額 （１回当たり９８５千円（９８５千円）を目安として、予算の範囲内で必要な経費を補助）

（エ） 補助率：国１／２、都道府県１／２

（オ） その他：放課後児童クラブに従事している者が認定資格研修を受講する際の代替職員の雇上げ等経費については、運
営費に計上。

②放課後児童支援員等資質向上研修事業

（ア） 事業内容
平成27年３月に取りまとめられた「放課後児童クラブに従事する者の研修体系の整理－放課後児童クラブの質の向

上のための研修企画検討会まとめ－」において、放課後児童支援員等の経験年数やスキルに応じた適時適切な研修
体系にしていくことが、事業全体の質の向上を図る上でも必要とされていることから、都道府県等が現任の従事者向けの
研修を実施するために必要な経費の補助を行う。

（イ） 実施主体：都道府県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）（委託可）

（ウ） 補助基準額（案）：厚生労働大臣が認める額 （１か所当たり１，９９４千円（１，９９４千円）を目安として、予算の範囲内で必要な経費
を補助）

（エ） 補助率：国１／２、都道府県・市町村１／２

（オ） その他：放課後児童クラブに従事している者が当該研修を受講する際の代替職員の雇上げ等経費については、運営費
に計上

子ども・子育て支援対策推進事業費補助金（職員の資質向
上・人材確保等研修）１３．１億円の内数（１５．８億円の内数）
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（２）指導者養成等研修事業
○都道府県認定資格研修講師養成研修

（ア） 事業内容

都道府県知事が行う研修（認定資格研修）の講師となる者を養成するため、放課後児童クラブに放課後児童支援
員として従事するために必要なアイデンティティ、役割及び育成支援の内容等の共通の理解とそれを実践する際の基
本的な考え方や心得を共通の認識として持ち、講師としての一定の資質及び水準を確保することを目的として、全国を
ブロックに分けて本研修を実施する。

（イ） 実施主体：国（民間団体に委託して実施）

４．その他 ０．６億円（平成28年度補正予算）

○放課後児童クラブ入退室管理モデル事業

（ア） 事業内容
放課後児童クラブにおいて、子ども一人ひとりにＩＣカードを持たせて、放課後児童クラブの出入口にカードリーダーを

設置し、出退管理、保護者へのメール送信等を行うとともに、子どもに関する日々の記録作成等にIT機器を活用するモ
デル事業（全国で30か所）を実施する。

（イ） 実施主体：市町村（委託等可）

（ウ） 補助基準額：２，０００千円

（エ） 補助率：国10／10（定額10／10相当）

児童健全育成対策費補助金

放課後児童クラブ

保護者

メール等による
来所、帰宅時間
の通知等

来所

帰宅

子ども・子育て支援対策推進事業委託費（指導者養成研
修）１．３億円の内数（１．３億円の内数）
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※ 国庫補助基準額は児童数36～45人を除き、１人ごとに異なる。
※ 19人以下の国庫補助基準額には、質の向上の「小規模放課後児童クラブ支援事業」（H28年度：544千円、H29年度案：559千円）を含む。

平成28年度と平成29年度（案）の国庫補助基準額の比較（参考１）

主な補助単価（単位：円）

児童数
開設日数250

日以上
特例分（200
～249日）

1人 2,311,000
2,196,0005人 2,419,000

19人 2,797,000

20人 3,906,000

2,847,000

27人 4,081,000

36～45人 4,306,000

51人 3,988,000

64人 3,299,000

71人～ 2,917,000

1,613,000 

1,991,000 

3,514,500 

3,744,000 
3,555,000 

3,145,500 

2,917,000 

2,419,000 

2,797,000 

4,081,000 

4,306,000 

3,988,000 

3,299,000 

2,917,000 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

5,000,000

5人 19人 27人 36～45人 51人 64人 71人～

平成28年度

平成29年度（案）

1,502,000 

2,304,000 
2,196,000 

2,847,000 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

1～19人 20人～

（特例分（200～249日開所））

平成28年度

平成29年度（案）
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放課後児童クラブの「支援の単位」当たりの運営費の内容

平成29年度（案）
（36～45人単価）

基本額
7,488,000円

事業費ベース：
8,613,000円

（国庫補助基準額：
4,306,000円）

開所日数加算
（30,000円×日数）

（参考２）

長時間開所加算

（596,000円×
年間平均時間数）
※平日分

（268,000円×
年間平均時間数）
※長期休暇等分

平成28年度
（36～45人単価）

基本額
8,613,000円

開所日数加算
（35,000円×日数）

長時間開所加算

（756,000円×
年間平均時間数）
※平日分

（340,000円×
年間平均時間数）
※長期休暇等分

うち人件費
相当分：
6,630,000円

事業費ベース：
7,488,000円

（国庫補助基準額：
3,744,000円）

うち人件費
相当分
5,441,00円
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放課後児童支援員等処遇改善等事業の概要

補助要件

（１） 平日は、18時30分を超えて開所していること
（２） 家庭、学校等との連絡及び情報交換等の育成支援に主担当として従事する職員を配置（常勤、非常勤は問わない）
（３） 平成25年度の賃金に対する改善を行っていること

補助要件
（１） 平日は、18時30分を超えて開所していること

（２） 上記１（２）の「家庭、学校等との連絡及び情報交換等」に加え、地域との連携、協力等の育成支援に主担当として
従事する常勤職員を配置

（３） 平成25年度の賃金に対する改善を行っていること

２ 常勤職員を配置するための追加費用（賃金改善に必要な費用を含む）の一部を補助する事業

１ 非常勤を含む職員の賃金改善に必要な費用の一部を補助する事業

【補助の内容】

上記（２）の職員の賃金改善経費として１支援の単位当たり年額1,581千円（負担割合：国、県、市各１／３ずつ）を補助
※ 1,581千円を何人の職員で分けてもよい。

【補助の内容】
上記（２）の常勤職員を配置するための追加費用として、

１支援の単位当たり年額2,932千円（負担割合：国、県、市各１／３ずつ）を補助
※ 2,932千円を何人の常勤職員で分けてもよい。

趣旨

放課後児童クラブにおいて、放課後児童支援員等の処遇の改善に取り組むととともに、18時半を超えて事業を行う者に対し
て職員の賃金改善等に必要な経費の補助を行うことにより、放課後児童健全育成事業の質の向上及び保育所との開所時間
の乖離を縮小し、児童の安全・安心な居場所を確保するとともに、次世代を担う児童の健全な育成に資することを目的とする。

※ 支援の単位ごとに、以下の１又は２のいずれかの補助を受けることが可能。
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放課後児童支援員等処遇改善等事業の事業費の算定の考え方の例①
◇一の支援の単位における職員配置の状況（「児童の数」が40人の場合）

（賃金改善分）

常勤職員（3,000,000円…①）
うち運営費分1,470,500円…③

差引額1,529,500円…⑤＝追加費用分

（賃金改善分）

非常勤職員（2,500,000円）
うち運営費分2,500,000円

（賃金改善分）

運営費における
人件費分

（5,441,000円）

○国庫補助額の算定方法

・補助対象経費の算定：常勤職員の人件費総額6,000,000円（①＋②）から、運営費における人件費相当分2,941,000円（③＋④）を除いた額
（運営費における人件費分をどこに充当するかは各クラブの裁量）3,059,000円（⑤＋⑥）が補助対象経費となる

・国庫補助額の算定：3,059,000円（補助対象経費）＞2,932,000円（国庫補助基準額：上限）→国庫補助額は2,932,000円（比較して低い方）となる

職員の賃金改善を行っていること（予定
を含む）が国庫補助の要件

…常勤職員を配置するための追加費用

常勤職員（3,000,000円…②）
うち運営費分1,470,500円…④

差引額1,529,500円…⑥＝追加費用分

「常勤職員を配置するための追加費用」について
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放課後児童支援員等処遇改善等事業の事業費の算定の考え方の例②

（賃金改善分）

常勤職員（2,500,000円…①）
うち運営費分0円…②

差引額2,500,000円…③＝追加費用分

（賃金改善分）
100,000円

非常勤職員（2,000,000円）
うち運営費分1,814,000円

運営費における
人件費分

（5,441,000円）

職員の賃金改善を行っていること（予定
を含む）が国庫補助の要件

…常勤職員を配置するための追加費用

非常勤職員（2,000,000円）
うち運営費分1,813,000円

（賃金改善分）
100,000円

（賃金改善分）
100,000円

非常勤職員（2,000,000円）
うち運営費分1,814,000円

◇一の支援の単位における職員配置の状況（「児童の数」が40人の場合）

○国庫補助額の算定方法

・補助対象経費の算定：常勤職員の人件費総額2,500,000円（①）から、運営費における人件費相当分0円（②）を除いた額（運営費における人件
費分をどこに充当するかは各クラブの裁量）2,500,000円（③）が補助対象経費となる

・国庫補助額の算定：2,500,000円（補助対象経費）＜2,932,000円（国庫補助基準額：上限）→国庫補助額は2,500,000円（比較して低い方）となる

「常勤職員を配置するための追加費用」について
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放課後児童支援員等処遇改善等事業の事業費の算定の考え方の例③
◇一の支援の単位における職員配置の状況（「児童の数」が40人の場合）

※ 開所日数加算（10日分）及び長時間開所加算（平日分１時間）を受けている場合には、各加算における人件費分を必ず
算定に含めること

（賃金改善分）

常勤職員（3,200,000円…①）
うち運営費分等1,767,500円…③

差引額1,432,500円…⑤＝追加費用分

（賃金改善分）

非常勤職員（2,600,000円）
うち運営費分等2,600,000円

（賃金改善分）

○国庫補助額の算定方法

・補助対象経費の算定：常勤職員の人件費総額6,400,000円（①＋②）から、運営費等における人件費相当分3,535,000円（③＋④）を除いた額
（運営費等における人件費分をどこに充当するかは各クラブの裁量）2,865,000円（⑤＋⑥）が補助対象経費となる

・国庫補助額の算定：2,865,000円（補助対象経費）＜2,932,000円（国庫補助基準額：上限）→国庫補助額は2,865,000円（比較して低い方）となる

職員の賃金改善を行っていること（予定
を含む）が国庫補助の要件

…常勤職員を配置するための追加費用

常勤職員（3,200,000円…②）
うち運営費分等1,767,500円…④

差引額1,432,500円…⑥＝追加費用分

運営費における
人件費分

（6,135,000円）

運営費分
（5,441,000円）

開所日数加算分
10日×15,000円

＝150,000円

長時間開所加算分
（平日分）

１時間×544,000円
＝544,000円

「常勤職員を配置するための追加費用」について
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平成２８年度 放課後児童支援員等処遇改善等事業の実施状況①（子ども・子育て支援交付金 交付申請ベース）

※ ①…非常勤を含む職員の賃金改善に必要な費用の一部を補助する事業を実施している市町村
②…常勤職員を配置するための追加費用（賃金改善に必要な費用を含む）の一部を補助する事業を実施している市町村

NO 都道府県
実施

市区町村数
市区町村

1 北海道 5 札幌市② 江別市① 函館市① 名寄市② 帯広市①

2 青森県 4 藤崎町① 三戸町① 田子町① 新郷村①

3 岩手県 8
大船渡市① 花巻市①② 北上市①② 久慈市① 一関市① 陸前高田市① 滝沢市①

盛岡市①②

4 宮城県 2 仙台市① 登米市①②

5 秋田県 2 能代市① 鹿角市①

6 山形県 14
山形市② 米沢市①② 鶴岡市①② 酒田市① 新庄市② 寒河江市①② 村山市①

天童市①② 東根市①② 大江町② 大石田町①② 遊佐町② 中山町① 庄内町①

7 福島県 4 会津若松市①② いわき市①② 福島市①② 飯舘村①

8 茨城県 2 常陸大宮市② 東海村②

9 栃木県 7 足利市① 栃木市② 佐野市② 日光市①② 矢板市② 那須塩原市① 野木町②

10 群馬県 12
前橋市① 高崎市① 伊勢崎市① 太田市① 館林市② 渋川市① 藤岡市①

富岡市① 安中市①② 邑楽町① 桐生市② みなかみ町①

11 埼玉県 28

さいたま市① 熊谷市① 飯能市② 加須市① 本庄市①② 深谷市② 富士見市①

坂戸市② 幸手市① 鶴ヶ島市① 日高市① 嵐山町② 小川町① 川島町①

吉見町① 鳩山町② ときがわ町①② 上里町① 寄居町① 越谷市① 上尾市②

和光市② 新座市① 桶川市① 北本市② 草加市② 秩父市① 行田市②

12 千葉県 11
市川市① 船橋市① 松戸市② 野田市① 成田市① 白井市① 習志野市①

鴨川市② 四街道市② 印西市② 酒々井町②

13 東京都 1 武蔵野市①

14 神奈川県 13
横浜市② 相模原市① 横須賀市① 平塚市① 鎌倉市① 逗子市① 伊勢原市①

南足柄市① 綾瀬市① 葉山町① 松田町① 清川村① 茅ヶ崎市②

15 新潟県 3 燕市① 魚沼市① 南魚沼市① 茅ヶ崎市②

16 富山県 2 富山市① 舟橋村①

17 石川県 7 金沢市① 小松市① 羽咋市① かほく市① 津幡町① 白山市①② 輪島市②

18 福井県 0

19 山梨県 0

20 長野県 4 松本市② 須坂市① 佐久市① 上田市②

21 岐阜県 4 岐阜市① 大垣市② 瑞浪市① 恵那市①

22 静岡県 3 静岡市① 伊東市② 焼津市①②

23 愛知県 10
名古屋市①② 津島市② 東海市① 一宮市① 美浜町① 大府市① 春日井市①

豊川市① 知多市① 尾張旭市①

24 三重県 7 津市①② 四日市市① 松阪市①② 鈴鹿市① 熊野市① 川越町① 御浜町①
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平成２8年度 放課後児童支援員等処遇改善等事業の実施状況②（子ども・子育て支援交付金 交付申請ベース）

※ ①…非常勤を含む職員の賃金改善に必要な費用の一部を補助する事業を実施している市町村
②…常勤職員を配置するための追加費用（賃金改善に必要な費用を含む）の一部を補助する事業を実施している市町村

NO 都道府県
実施

市区町村数
市区町村

25 滋賀県 9
大津市① 守山市② 栗東市① 野州市① 湖南市①② 高島市① 東近江市①

日野市①② 竜王町①

26 京都府 1 向日市①

27 大阪府 7 堺市① 豊中市② 枚方市① 茨木市① 富田林市① 河内長野市① 熊取町①②

28 兵庫県 5 神戸市①② 明石市① 西宮市① 宝塚市① 川西市①

29 奈良県 3 奈良市① 天理市① 生駒市①

30 和歌山県 8
海南市② 橋本市① 御坊市② 高野町② 湯浅町① 広川町② 有田川町②

串本町②

31 鳥取県 0

32 島根県 2 大田市① 雲南市②

33 岡山県 3 岡山市① 倉敷市① 瀬戸内市①

34 広島県 0

35 山口県 0

36 徳島県 4 徳島市①② 小松島市① 吉野川市① 石井町①②

37 香川県 1 高松市①

38 愛媛県 1 東温市②

39 高知県 1 須崎市①

40 福岡県 3 みやま市①② 粕屋町① 鞍手町①

41 佐賀県 1 小城市①

42 長崎県 11
長崎市①② 佐世保市① 諫早市① 大村市① 五島市①② 西海市① 長与町①

時津町① 東彼杵町② 川棚町① 波佐見町①

43 熊本県 10
八代市①② 水俣市② 玉名市①② 菊池市①② 宇土市①② 阿蘇市① 天草市①

合志市①② 山都町① 湯前町①

44 大分県 0

45 宮崎県 3 都城市① 延岡市① 串間市①

46 鹿児島県 8
鹿屋市①② 指宿市① 薩摩川内市①② いちき串木野市① 長島町①② 錦江町① 南大隈町①②

肝付町①

47 沖縄県 13
宜野湾市① 浦添市① 名護市① 糸満市①② 沖縄市① 豊見城市① うるま市①

宮古島市② 南城市① 今帰仁村① 北谷町①② 西原町①② 南風原町①②

合計 247 ①の合計 154 ②の合計 49 ①②の合計 44
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項目 内容
平成25年度→29年度所

要額
備考

放課後児童クラブ事業の充実

「小一の壁」の解消
（１８時半を超えて開所するクラブに常勤職員１名
を配置）
※まずは取組内容に応じて常勤職員１名を配置す
るための追加費用又は非常勤職員１名の処遇改
善に必要な費用のいずれかを支援
→常勤1名を配置するための追加費用

４０６億円程度
（２７０億円程度）

・平成26年度予算
（１８時半を超えて開所す
るクラブに非常勤職員１
名の処遇改善に必要な
費用を支援 １５４億円）

５人以上の障害児を受け入れた場合に、障害児対
応職員１名を追加配置

２０億円程度

大都市に所在し、待機児童が５人以上いるクラブ
が分割して運営するために必要な賃借料を補助

１８億円程度

１９人以下のクラブについて、非常勤職員１名を追
加配置

１４億円程度 ・基準

常勤職員の処遇改善（経験年数に応じて加算） ３９億円程度

○質の改善（地域子ども・子育て支援事業関係）

平成２６年３月２８日（金）
子ども・子育て会議（第14回）、子ども・子育て会議
基準検討部会（第18回）合同会議資料（抜粋）

：項目のうち全額が「0.7兆円の範囲で実施する事項」に含まれているもの

：項目の一部が「0.7兆円の範囲で実施する事項」に含まれているもの

内容欄の「※」は「0.7兆円の範囲で実施する事項」における内容、
所要額欄の括弧は「0.7兆円の範囲で実施する事項」における所要額
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４．総合的な放課後対策について
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新たな「放課後子ども総合プラン」の策定

政府における放課後対策に関する主な経緯

【平成26年５月28日：産業競争力会議 課題別会合】

～田村厚生労働大臣・下村文部科学大臣より「放課後子ども総合プラン」の策定方針を提示～

【平成26年６月24日：「日本再興戦略」改訂２０１４―未来への挑戦（閣議決定）】
いわゆる「小１の壁」を打破し次代を担う人材を育成するため、「待機児童解消加速化プラン」に加えて、「放課後子ども

総合プラン」を策定し、2019年度末までに30万人の放課後児童クラブの受け皿を拡大する。あわせて、１万か所以上の
場所で、放課後児童クラブと放課後子供教室の一体化を行う。

放課後子どもプランの推進（平成１９年度から実施）

放課後児童クラブ（厚生労働省）と放課後子供教室（文部科学省）の連携を推進

【主な成果】市町村毎の運営委員会への教育委員会及び福祉部局担当者の参画や、両事業の指導者研修の合同開催等
【主な課題】放課後児童クラブと放課後子供教室を別々に行うなど連携が不十分

平成26年７月31日 「放課後子ども総合プラン」の策定・公表（地方自治体に両省から通知）平成26年７月31日 「放課後子ども総合プラン」の策定・公表（地方自治体に両省から通知）

【平成26年５月22日：安倍総理大臣 一体型施設を視察】

放課後児童クラブと放課後子供室の一体型施設である、横浜市立中丸小学校「放課後キッズクラブ」を視察。視察

終了後、「放課後子どもプランを更に拡充し、５年間で放課後児童クラブの約３０万人分の受け皿を確保する」旨発言。

【平成26年３月19日：経済財政諮問会議・産業競争力会議 合同会議】

安倍総理から、「小１の壁」の打破のため、下村文部科学大臣、田村厚生労働大臣が協力し、両省の関連施策の一体

運用、学校の校舎の徹底活用などを検討し、学童保育等を拡大するためのプランの策定について指示。
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○共働き家庭等の「小1の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし、
多様な体験・活動を行うことができるよう、一体型を中心とした放課後児童クラブ及び放課後子供教室の計画的な整備等を進める

「放課後子ども総合プラン」の全体像

○平成31年度末までに
■放課後児童クラブについて、約30万
人分を新たに整備
（約90万人⇒約120万人）
・新規開設分の約80％を小学校内で実施
■全小学校区（約２万か所）で一体的
に又は連携して実施し、うち１万か
所以上を一体型で実施
（約600か所⇒１万か所以上）を目指す
※小学校外の既存の放課後児童クラブについても、
ニーズに応じ、余裕教室等を活用

※放課後子供教室の充実（約1万カ所⇒約2万カ所）

○平成31年度末までに
■放課後児童クラブについて、約30万
人分を新たに整備
（約90万人⇒約120万人）
・新規開設分の約80％を小学校内で実施
■全小学校区（約２万か所）で一体的
に又は連携して実施し、うち１万か
所以上を一体型で実施
（約600か所⇒１万か所以上）を目指す
※小学校外の既存の放課後児童クラブについても、
ニーズに応じ、余裕教室等を活用

※放課後子供教室の充実（約1万カ所⇒約2万カ所）

国全体の目標

○国は「放課後子ども総合プラン」に基
づく取組等について次世代育成支援
対策推進法に定める行動計画策定指
針に記載

○市町村及び都道府県は、行動計画策定
指針に即し、市町村行動計画及び都
道府県行動計画に、
・平成31年度に達成されるべき一体型の
目標事業量
・小学校の余裕教室の活用に関する具体
的な方策
などを記載し、計画的に整備
※行動計画は、子ども・子育て支援事業計画と
一体のものとして策定も可

○学校施設の活用に当たっての責任体制の明確化
・実施主体である市町村教育委員会又は福祉部局等に管理運営の責任の所在を明確化
・事故が起きた場合の対応等の取決め等について協定を締結するなどの工夫が必要

○学校施設の活用に当たっての責任体制の明確化
・実施主体である市町村教育委員会又は福祉部局等に管理運営の責任の所在を明確化
・事故が起きた場合の対応等の取決め等について協定を締結するなどの工夫が必要
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学校施設を徹底活用した実施促進

○余裕教室の徹底活用等に向けた検討
・既に活用されている余裕教室を含め、運営委員会等において活用の可否を十分協議
○余裕教室の徹底活用等に向けた検討
・既に活用されている余裕教室を含め、運営委員会等において活用の可否を十分協議

○放課後等における学校施設の一時的な利用の促進
・学校の特別教室などを学校教育の目的には使用していない放課後等の時間帯に活用するな
ど、一時的な利用を積極的に促進

○放課後等における学校施設の一時的な利用の促進
・学校の特別教室などを学校教育の目的には使用していない放課後等の時間帯に活用するな
ど、一時的な利用を積極的に促進

一体型の放課後児童クラブ及び放課後子供教室の実施

○一体型の放課後児童クラブ及び放課後子供教室の考え方
・全ての児童の安全・安心な居場所を確保するため、同一の小学校内等で両事業を実施し、共
働き家庭等の児童を含めた全ての児童が放課後子供教室の活動プログラムに参加できるもの

全ての児童が一緒に学習や体験活動を行うことができる共通のプログラムの充実
活動プログラムの企画段階から両事業の従事者・参画者が連携して取り組むことが重要
実施に当たっては、特別な支援を必要とする児童や特に配慮を必要とする児童にも十分留意
放課後児童クラブについては、生活の場としての機能を十分に担保することが重要である
ため、市町村が条例で定める基準を満たすことが必要

○放課後児童クラブ及び放課後子供教室が小学校外で実施する場合も両事業を連携
・学校施設を活用してもなお地域に利用ニーズがある場合には、希望する幼稚園など
の社会資源の活用も検討

・現に公民館、児童館等で実施している場合は、引き続き当該施設での実施は可能

市町村及び都道府県の体制等

○市町村には「運営委員会」、都道府県には「推進委員会」を設置し、教育委員会と福祉部局の連携を強化
○「総合教育会議」を活用し、首長と教育委員会が、学校施設の積極的な活用など、総合的な放課後対策の在り方について十分協議

※国は「放課後子ども総合プラン」に基づく市町村等の取組に対し、必要な財政的支援策を毎年度予算編成過程において検討

趣旨・目的

市町村及び都道府県の取組

放課後児童クラブ及び放課後子供教室の連携による実施

（平成２６年７月３１日策定・公表）
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「放課後子ども総合プラン」の推進

実施場所
小学校 ５３．７％、その他（児童館、公的施設
など）４６．３％（平成２８年５月）

実施か所数
(クラブ児童数)

２３，６１９か所（1,093,085人）（平成２8年５月）１６，０２７か所（平成２８年１０月）

趣 旨

小学校 ７５．５％、その他（公民館、中学校な
ど）２４．５％（平成２８年１０月）

すべての子供を対象として、学習支援や多様
なプログラムを実施

共働き家庭などの小学校に就学している児童を対象
として、放課後に適切な遊びや生活の場を提供

放課後子供教室 （文部科学省） 放課後児童クラブ （厚生労働省）

Ｈ29予算(案)
64.3億円の内数（28予算額：62.9億円の内数） 725.3億円（28予算額：574.8億円）

○共働き家庭等の「小1の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての就学児童が放課後
等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、一体型を中心とした放課後児童クラブ
及び放課後子供教室の計画的な整備等を進める

趣旨・目的

■放課後児童クラブについて、約30万人分
を新たに整備（約94万人⇒約122万人）

■新規開設分の約80％を小学校内で実施

取組の現状

以上を一体型で実施

■全小学校区（約２万か所）で両事業を一
体的に又は連携して実施し、うち１万か所
以上を一体型で実施

【４つの推進方策】【４つの推進方策】

○市町村行動計画等に
基づく計画的な整備

○学校施設の徹底活用

○共通プログラムの充実

○総合教育会議の活用
による総合的な
放課後対策の充実

（平成２６年７月３１日策定・公表）

「放課後子ども総合プラン」に掲げる
国全体の目標（平成３１年度末まで）

今後の方向性

追加的な受け皿整備を平成30年

度末(2018年度末)に前倒して

実現するための方策を検討

ニッポン一億総活躍プラン
（平成28年6月2日閣議決定）

【抜粋】

ニッポン一億総活躍プラン
（平成28年6月2日閣議決定）

【抜粋】
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○共働き家庭等も含めた全ての就学児童を対象に、共通の活動場所において多様な共通プログラムを実施
○活動場所は学校の余裕教室や特別教室（家庭科室や理科室、ランチルーム等）、学校敷地内の専用施設等の
安心・安全な活動場所を活用

１７：００まで

一体型のイメージ

一体型とは

家 庭

児童の放課後の
様子や学校での
様子などについ
て、日常的・定
期的に情報共有

【放課後児童クラブの児童も含めた
全ての児童を対象とする共通プログラムの実施】

・学習支援（宿題の指導、予習・復習、補充学習等）
・多様な体験プログラム（実験・工作教室、英会話、文化・芸術教室等）
・スポーツ活動（野球、サッカー、一輪車）など

プログラムを実施する際は
体育館や特別教室などの

学校施設も活用

一体型の放課後児童クラブ・放課後子供教室の取組（ある自治体の例を参考に作成）

※放課後子供教室については、各地域の実情等に応じて開催

学校の教職員
【学校の敷地内等にて実施】

＊希望する全ての児童を対象

学習支援など
多様な

プログラムの
実施

放課後子供教室 （学習・体験活動の場）放課後児童クラブ （生活の場）

＊共働き世帯等の児童を対象

健康管理

余暇指導

生活支援
希望する
放課後

児童クラブ
の児童も参加

連 携

連 携

１９：００まで

○宿題、遊び、休息など、児童の体調、日課
等に合わせて自主的に過ごす

○基本的生活習慣についての援助、自立に
向けた手助け

○おやつの提供

授業終了後

・連絡帳のやりとり
・お迎え時の日常的な会話
・養育に関する相談支援 など

４８
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３．「希望出生率1.8」に向けた取組の方向

（１）子育て・介護の環境整備

（放課後児童クラブ・放課後子供教室の整備及び一体実施）

共働き家庭等のいわゆる小１の壁を打破するとともに次代を担う人材を育成するため、平

成31年度末（2019年度末）までに放課後児童クラブ30万人の追加的な受け皿整備を進め、

全小学校区に当たる約２万か所で放課後児童クラブと放課後子供教室を連携して事業実

施し、その半分に当たる約１万か所で一体として事業実施する。さらに、放課後児童クラブ

について、経験等に応じた職員の処遇改善や業務負担軽減対策を進めるとともに、追加的

な受け皿整備を平成30年度末（2018年度末）に前倒して実現するための方策を検討する。

なお、処遇改善に当たっては、予算措置が執行面で適切に賃金に反映されるようにする。
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